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平成２３年１２月２２日判決言渡  

平成２３年（ネ）第１０００８号 損害賠償請求控訴事件（原審・東京地方裁判所

平成２１年（ワ）第４０３８７号） 

口頭弁論終結日 平成２３年９月１３日 

          判       決 

    

      控訴人（原告）          一般社団法人私的録画補償金管理協会 

          （移行前の名称：社団法人私的録画補償金管理協会） 

      

      訴訟代理人弁護士    久 保 利         英  明 

                  西 本            強 

                  前   田   哲   男 

    

      被控訴人（被告）    株 式 会 社        東 芝      

       

      訴訟代理人弁護士    田   中   昌   利 

                  三   村   量   一 

                  平   津   慎   副 

                  渡 邉            瑞 

 

          主       文 

     本件控訴を棄却する。 

     控訴費用は控訴人の負担とする。 

 

          事 実 及 び 理 由          

第１ 控訴の趣旨 
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 １ 原判決を取り消す。 

２ 被控訴人は，控訴人に対し，１億４６８８万５５５０円及び内金３２６４万

５５５０円に対する平成２１年１０月１日から，内金１億１４２４万円に対する平

成２２年４月１日から各支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

 

第２ 事案の概要 

 １ 被控訴人は，アナログチューナーを搭載しない原判決別紙製品目録１ないし

５記載のＤＶＤ録画機器（「被控訴人製品」）を製造，販売するが，著作権法１０

４条の２第１項２号の指定管理団体である控訴人は，被控訴人製品が著作権法３０

条２項所定のデジタル方式の録音又は録画の機能を有する「政令で定める機器」

（特定機器）に該当するとの主張を前提にし，被控訴人においては著作権法１０４

条の５所定の製造業者等の協力義務として，その購入者から被控訴人製品に係る私

的録画補償金相当額を徴収して控訴人に支払うべき法律上の義務があるなどと主張

し，控訴の趣旨のとおり私的録画補償金相当額の支払を求めている。 

 原審は，被控訴人製品はデジタルチューナーを搭載するだけでアナログチューナ

ーを搭載しないが，それでも特定機器に該当すると判断しつつも，著作権法１０４

条の５が規定する特定機器の製造業者等が負う協力義務は，控訴人の主張するよう

な法律上の具体的な義務ではなく，法的強制力を伴わない抽象的な義務であると解

されるから，被控訴人がその協力義務として被控訴人製品に係る私的録画補償金相

当額の金銭を支払う義務を負うものと認めることはできず，控訴人主張の不法行為

の成立も認められないとして，控訴人の請求を棄却した。 

 ２ 外形的事実関係は，１１頁２４行目「乙６の１」を「甲６の１」に改めるほ

かは，原判決「事実及び理由」中の「第２ 事案の概要」中の「２ 私的録音録画

補償金制度に関する法令の概要等」，「３ 争いのない事実等」のとおりである。

なお，控訴人は，平成２３年４月１日，社団法人から一般社団法人へ移行した。 

 ３ 関係法令の規定は次のとおりである。 
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(1) 著作権法３０条２項 

「 私的使用を目的として，デジタル方式の録音又は録画の機能を有する機器（放送の業

務のための特別の性能その他の私的使用に通常供されない特別の性能を有するもの及び録

音機能付きの電話機その他の本来の機能に附属する機能として録音又は録画の機能を有す

るものを除く。）であつて政令で定めるものにより，当該機器によるデジタル方式の録音

又は録画の用に供される記録媒体であつて政令で定めるものに録音又は録画を行う者は，

相当な額の補償金を著作権者に支払わなければならない。」 

  (2) 著作権法１０４条の５ 

「 前条第一項の規定により指定管理団体が私的録音録画補償金の支払を請求する場合に

は，特定機器又は特定記録媒体の製造又は輸入を業とする者（次条第三項において「製造

業者等」という。）は，当該私的録音録画補償金の支払の請求及びその受領に関し協力し

なければならない。」 

  (3) 著作権法施行令１条２項 

「 法第三十条第二項の政令で定める機器のうち録画の機能を有するものは，次に掲げる

機器（ビデオカメラとしての機能を併せ有するものを除く。）であつて主として録画の用

に供するもの（デジタル方式の録音の機能を併せ有するものを含む。）とする。 

（１号，２号は省略） 

 三 光学的方法により，特定の標本化周波数でアナログデジタル変換が行われた影像又

はいずれの標本化周波数によるものであるかを問わずアナログデジタル変換が行われた影

像を，直径が百二十ミリメートルの光ディスク（レーザー光が照射される面から記録層ま

での距離が〇・六ミリメートルのものに限る。）であつて次のいずれか一に該当するもの

に連続して固定する機能を有する機器 

  イ 記録層の渦巻状の溝がうねつておらず，かつ，連続していないもの  

  ロ 記録層の渦巻状の溝がうねつており，かつ，連続しているもの  

  ハ 記録層の渦巻状の溝がうねつており，かつ，連続していないもの  」 

 

（以下，「法」というときは著作権法を指し，「施行令」というときは，著作権法施行令を指す。） 
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第３ 争点 

 当裁判所が判断する中心的な本件の争点は， 

 ① アナログチューナー非搭載ＤＶＤ録画機器の特定機器該当性（争点１） 

 ② 法１０４条の５所定の協力義務の法的性質（争点２） 

 ③ 不法行為に基づく損害賠償義務の有無（争点３） 

 である。 

 他の争点は，④被控訴人製品による録画についての著作権者等の許諾の有無，⑤被控訴

人が支払うべき私的録画補償金相当額又は損害額，である。これらの争点に関する当事者

の主張は，原判決の該当箇所のとおりである。 

 

第４ 争点１（特定機器該当性）についての控訴人の主張 

 被控訴人製品は，施行令１条２項３号ロ及びハに掲げる機器であって主として録

画の用に供するものであるから，私的録画補償金の対象となるデジタル方式の録画

の機能を有する特定機器（法３０条２項の政令で定める機器のうち録画の機能を有

するもの）に該当する。 

 １ 施行令１条２項３号ロ及びハが規定する要件 

  (1) 施行令１条２項は，同項各号の要件を充足する機器であって，主として録

画の用に供するものを特定機器と定めているが，本件で問題となる同項３号ロ及び

ハが規定する要件は，次のａないしｃの各部分から成り立っている。 

  ａ 「デジタル影像の録画機器」であることを規定した部分 

 ３号のうち，「光学的方法により」，「アナログデジタル変換が行われた影像を」，

「連続して固定する機能を有する機器」とされている部分は，アナログ影像から変換され

たデジタル影像を光学的方法により録画する機能を有する機器，すなわち「デジタル影像

の録画機器」であることを意味している。 

  ｂ 録画する「記録媒体」を特定した部分 

 ３号ロ及びハのうち，「直径が百二十ミリメートルの光ディスク（レーザー光が照射さ
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れる面から記録層までの距離が〇・六ミリメートルのものに限る。）であつて次のいずれ

か一に該当するもの」，「ロ 記録層の渦巻状の溝がうねつており，かつ，連続している

もの」，「ハ 記録層の渦巻状の溝がうねつており，かつ，連続していないもの」とされ

ている部分は，デジタル影像を記録する対象である「記録媒体」を特定した部分である。 

 そして，施行令１条２項３号ロで特定する「記録媒体」が，ＤＶＤ－Ｒ，ＤＶＤ－ＲＷ，

ＤＶＤ＋Ｒ及びＤＶＤ＋ＲＷの各仕様に係るＤＶＤであり，同号ハで特定する「記録媒

体」が，ＤＶＤ－ＲＡＭの仕様に係るＤＶＤである。（同号イは別規格の録画用光ディス

ク・ＭＶＤＩＳＣに関し，本件の対象外） 

  ｃ 「標本化周波数」に関する要件 

 ３号のうち，「特定の標本化周波数で」，「いずれの標本化周波数によるものであるか

を問わず」とされている部分は，「標本化周波数」，すなわち，音声や影像等のアナログ

波形をデジタルデータに変換するために必要な処理である標本化（サンプリング）におい

て，単位時間当たりに標本を採る頻度について規定した部分である。 

 しかし，施行令１条２項３号は，この「標本化周波数」に関して，「特定の標本化周波

数でアナログデジタル変換が行われた影像又はいずれの標本化周波数によるものであるか

を問わずアナログデジタル変換が行われた影像」としており，結局のところ，アナログ影

像から変換されたデジタル影像は，その変換に当たっての「標本化周波数」のいかんに関

わらず，すべて含まれるように規定している。 

 したがって，施行令１条２項３号本文の「標本化周波数」に関する要件は，特定機器へ

の該当性において，実質的な意味を持たないものといえる。 

 

  (2) 以上によれば，施行令１条２項３号ロは，「アナログ影像から変換され

たデジタル影像を，①ＤＶＤ－Ｒ，②ＤＶＤ－ＲＷ，③ＤＶＤ＋Ｒ又は④ＤＶＤ＋

ＲＷに録画することを主たる目的とした機器」を，同号ハは，「アナログ影像から

変換されたデジタル影像を，ＤＶＤ－ＲＡＭに録画することを主たる目的とした機

器」を，それぞれ特定機器として規定したものである。 
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 ２ 被控訴人製品の施行令１条２項３号該当性 

 被控訴人製品は，いずれも，「アナログ影像から変換されたデジタル影像を，Ｄ

ＶＤ－Ｒ，ＤＶＤ－ＲＷ及びＤＶＤ－ＲＡＭに録画することを主たる目的とする機

器」である。したがって，被控訴人製品は，いずれも施行令１条２項３号の特定機

器に該当する。 

 

 ３ アナログデジタル変換の場所に関して 

 (1) 施行令（平成５年４月政令１４７号）の改正案にかかる内閣法制局の政令案審議

録（甲１６７・６枚目，１１枚目），施行令（平成１０年１０月政令３２４号)の改正案

にかかる内閣法制局の政令案審議録（甲１６８に編綴された資料１０枚目及び１３枚目），

施行令(平成１２年７月政令３８２号）改正案に係る内閣法制局の「政令案審議録」（甲

１７０・５頁），施行令（平成２１年５月政令１３７号）の改正案に係る内閣法制局の政

令案審議録（甲１７１・２２枚目）には，いずれもアナログデジタル変換が機器外で行わ

れることが示されている。これは，音が「記録媒体へ記録される」，すなわち「録音され

る」時点でデジタル信号でありさえすれば，機器の内部でアナログ信号からデジタル信号

に変換されようと，外部で変換されようと，「デジタル方式による録音」が行われ，高品

質の複製物が作成され，これが再生されたり，別の複製物が作成されたりすることに変わ

りはないからであり（甲１６７・１１枚目参照），このことは録画においても同様である。 

 また，「録画」に関する特定機器を初めて指定した施行令（平成１１年６月政令２１０

号）では，ＤＶＣＲ録画機器とＤ－ＶＨＳ録画機器の２つが特定機器に指定されているが，

当時のＤ－ＶＨＳ録画機器は，機器の内部でアナログデジタル変換を行う機能を有してお

らず，デジタル方式の録画については，放送局など機器の外部でアナログデジタル変換が

行われた影像をそのままデジタル録画する機能しか有していなかったところ，施行令（平

成１１年６月政令２１０号）は，まさにそのような当時のＤ－ＶＨＳ録画機器を想定し，

それを私的録画補償金の対象となる特定機器とするためのものであった（甲１６９・８枚

目参照）。なお，上記のＤ－ＶＨＳ録画機器はアナログチューナーを搭載しており，アナ

ログ影像を受信することはできたが，この機器は，アナログデジタル変換を行うことがで
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きないため，アナログ影像については「アナログ方式の録画」することしかできないとこ

ろ，「アナログ方式の録画」は補償金の対象ではないから（法３０条２項），アナログチ

ューナーを搭載し「アナログ方式の録画」が可能であることは特定機器の要件とは無関係

である。このように，施行令（平成１１年６月政令２１０号）は，アナログデジタル変換

の機能を有さず，「放送局等」においてアナログデジタル変換された影像を受信してデジ

タル録画する機能のみを有するＤ－ＶＨＳ録画機器を特定機器に指定するに当たって「い

ずれの標本化周波数によるものであるかを問わずアナログデジタル変換が行われた影像を

・・・連続して固定する機能を有する機器」との文言を用いたが，施行令（平成１２年７

月政令３８２号）１条２項３号も，それと同じ文言を用いて，ＤＶＤ録画機器を特定機器

に指定している。したがって，同政令１条２項３号によって特定機器に指定されたＤＶＤ

録画機器には，「アナログデジタル変換」の場所が「放送局等」であって，内部に「アナ

ログデジタル変換」機能を有していないＤＶＤ録画機器が含まれることに疑いの余地はな

い。 

 被控訴人は，平成１２年７月の施行令１条２項３号制定当時には，アナログチューナー

非搭載ＤＶＤ録画機器が想定されていなかった旨主張するが，平成１２年７月当時には，

既に地上デジタル放送への完全移行の方針は決まっていたのであり（甲７４），完全移行

されれば録画機器にアナログチューナーが不要となることは明らかであるから，デジタル

放送専用のアナログチューナー非搭載ＤＶＤ録画機器が出現することは，当然想定されて

いた。 

 (2) 被控訴人は，「アナログデジタル変換が行われた影像」とは，当該機器内におい

てアナログデジタル変換（アナログ信号をデジタル信号に変換すること）が行われた影像

に限られるものとし，アナログチューナーの搭載が特定機器の要件である旨主張するが，

失当である。 

 まず，「アナログチューナーが搭載されているか否か」という事情は，製造業者ごとの

創意工夫により多種多様に異なる「録画機器の仕様」の一種にすぎず，上記のとおり「記

録媒体」の技術的仕様を中心とした客観的要件を充足するか否かという極めて客観的な判

断である特定機器への該当性の判断に影響を及ぼすものではない。「アナログチューナー

が搭載されているか否か」は，ＤＶＤ録画機器を特定機器に指定している施行令１条２項
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３号ロ及びハのどこを見ても要件とされていないし，何らかのチューナーが搭載されてい

ることも要件ではなく，「アナログデジタル変換」の機能を有していることも要件ではな

い。外部入力端子から入力されたデジタル影像を所定の方法等により録画する機能を有す

る機器であっても特定機器たり得るし，録画される影像は，地上波放送により放送された

ものに限られるわけはなく，ＣＳデジタル放送やＢＳデジタル放送といった衛星放送の影

像をデジタル方式で録画する機能を有する機器も特定機器たり得る。アナログチューナー

非搭載ＤＶＤ録画機器とは，「アナログチューナーを搭載していない」という仕様ないし

特徴を有する「ＤＶＤ録画機器」なのであり，それ以上のものでも，それ以下のものでも

ない。 

 「影像を連続して固定する」ことは，能動態により（「固定する」の主語は機器であ

る。），かつ「機能」を修飾する文言として規定されている。この規定振りからすれば，

録画機器自体が「影像を連続して固定する」，つまり影像を録画する機能を有しているこ

とが，その文言上，要件とされていることが分かる。アナログデジタル変換が機器の内部

で行われることが要件ならば，「アナログデジタル変換を行う機能」を機器が具備してい

なければならないから，「アナログデジタル変換を行う機能を有する機器」が文言上の要

件とされる必要がある。つまり，「アナログデジタル変換を行う」という文言は，能動態

で規定され，かつ，「機能」を修飾するものとして規定される必要がある。しかし，実際

には，アナログデジタル変換は，「アナログデジタル変換が行われた」と受動態で規定さ

れており（「変換」の主語は特定されていない。），しかもこれが修飾する文言は「機

能」ではなく「影像」である。「連続して固定する」という文言が能動態で「機能」を修

飾する表現とされていることとは異なる表現が敢えてなされているのである。 

 そうすると，施行令１条２項３号の特定機器は，機器の内部において変換されようがそ

うでなかろうが，また当該機器によって変換されようがそうでなかろうが，それらにかか

わらず，「アナログデジタル変換が行われた影像」を連続して固定する機能を有していれ

ば足りると解するのが相当である。 

 (3)   被控訴人は，ＤＶＤ録画機器において「連続して固定」される「影像」（つま

り，デジタル信号による影像）が，変換される前のアナログ信号による影像と実質的に同

一の影像でなければならないとした上で，地上デジタル放送のテレビ番組においては，何
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らの加工もされないまま放送されることは通常ないから，録画される影像は，アナログデ

ジタル変換が行われる前の影像と「実質的に同一の影像とはいえない」と主張する。 

 しかし，そもそも「アナログデジタル変換」という文言は，施行令１条１項１号に定義

されたとおり，あくまでアナログ信号の影像をデジタル信号の影像に「変換」することを

意味するのであって，撮影されたアナログ影像がそのままの形でデジタル影像に変換され

なければならないということまで意味するものではない。ましてや，撮影されたアナログ

影像がそのままの形で録画されなければならないということまで意味するものではない。

アナログデジタル変換がなされた後に何らかの編集行為があり，編集後の影像が放送され

る場合でも，「アナログデジタル変換が行われた影像」（デジタル信号による影像）には

変わりない。 

 

 ４ 著作権保護技術の存在は特定機器該当性の判断に影響を及ぼさないこと 

 (1) 被控訴人は，「ダビング１０」という著作権保護技術がデジタル放送に導入され

ていることを理由として，アナログチューナー非搭載ＤＶＤ録画機器は特定機器に該当し

ない旨主張するが，失当である。 

 特定機器への該当性の判断は，施行令１条２項３号の定める「記録媒体」の技術的仕様

を中心とした客観的要件を充足するか否かという極めて客観的な判断であり，「ダビング

１０」という著作権保護技術の有無については，施行令のどこにも要件として規定されて

おらず，上記判断とは無関係である。 

 法３０条２項の下では，利用者の私的録音録画補償金支払義務は，私的録音又は私的録

画を行う都度発生するのであり，利用者は，一度しか私的録画を行わない場合でも，当該

一回の私的録画についての補償金を支払わなければならない。 

 しかるところ，ダビング１０の下では，利用者は，９回のコピーと１回のムーブにより

１０回の私的録画を行うことが可能であるから，少なくとも１０回を限度として実際に行

った私的録画に関する補償金を支払わなければならない。 

 してみると，現行の法３０条２項を改正しない限り，ダビング１０が導入されているか

らという理由に基づき，私的録画補償金の支払が不要であるという結論を導くことは理論

的に不可能というべきである。 
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 また，ダビング１０は，善意の利用者が様々なウィンドウを介してコンテンツを私的に

楽しむことを妨げようとする権利者やクリエーターは見られないこと，今後急速に普及す

ると予想される持ち歩き可能な様々な機器を使って放送コンテンツを楽しむ可能性を閉ざ

す意見も見られないことを共通認識とした上で，「家庭の中で普通にコンテンツを楽しむ

ことを妨げられない」ようにし，かつ，将来的にｉＰｏｄなどのポータブルプレーヤーや

携帯電話などへの録画が増加することまでを見込み，それらをも可能にするように回数を

決定したものである。 

 このように，ダビング１０は，従来から善意の利用者が行ってきた私的録画を妨げるも

のでないことはもちろん，これに加えて，今後急速に普及が見込まれるポータブルプレー

ヤーその他のデバイスへ録画が行われること，つまり録画の複製物が格段に増加すること

をも想定し，これをカバーするものとして導入されたのである。 

 ダビング１０における「回数」が決められた趣旨及び私的録画の実態からすれば，ダビ

ング１０が導入されたことをもって，「広範かつ大量な」複製物が作成されることがなく

なったとか，補償金制度の趣旨が妥当しなくなったなどと評価することはできない。 

 (2) 被控訴人は，施行令１条２項３号が制定された平成１２年７月当時には，地上デ

ジタル放送への著作権保護技術の導入は想定されていなかった旨主張するが，以下のとお

り，それは誤りである。 

 まず，現行の私的録音録画補償金制度は，平成４年の導入当時から，著作権保護技術の

存在を前提とした制度である。このことは，平成４年法改正の基礎となった「著作権審議

会第１０小委員会（私的録音・録画関係）報告書」（第１０小委員会報告書）に，「(2) 

技術的制限について」として，「ＳＣＭＳ方式のような複製についての技術的制限は著作

権等との関連はあるものの報酬請求権制度とは別に議論すべき問題であると考えられ

る。」（甲４４・４４９０頁）と記載されていることなどから明らかである。（ＳＣＭＳ

＝ Serial Copy Management System とは，ＤＡＴ，ＭＤ，ＣＤレコーダーなどのデジタル

録音機器に付加されているコピー制御技術である。） 

 また，施行令１条２項３号が制定される前の平成９年５月には，デジタル録画機器に搭

載されるべきコピー制御について，機器の製造業者と著作権者等との間で合意がされ，以

来，ＤＶＤ録画機器を含むすべてのデジタル録画機器にコピー制御が搭載されてきた。す
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なわち，デジタル録画機器の製造業者と著作権者等の団体は，平成９年５月３０日，共同

して「標準情報提案書」（甲８５）を当時の通商産業大臣に提出しているが，その中で，

デジタル録画機器にコピー制御を標準的に搭載することが必要であるとの認識の下，デジ

タル録画機器に搭載すべきコピー制御技術として，ＣＧＭＳ（Copy Generation Managem

ent System）と呼ばれるコピー制御技術に関する情報を，「標準情報（ＴＲ）」として公

表することを提案している。その後，上記コピー制御技術（ＣＧＭＳ）は，平成９年７月

１日に「標準情報」として公表されたが（甲８８），それ以降現在に至るまで，ほぼすべ

てのデジタル録画機器（平成８，９年に発売が開始されたＤＶＣ録画機器，Ｄ－ＶＨＳ録

画機器，平成１１年１２月に発売が開始されたＤＶＤ録画機器を含む。）にこのコピー制

御技術（ＣＧＭＳ）が搭載されている（甲８９の１ないし１１）。 

 (3)  さらに，被控訴人は，施行令１条２項３号が制定された平成１２年７月当時，地

上デジタル放送に対してダビング１０のような著作権保護技術を導入することは法令上不

可能であった旨を主張するが，誤りである。 

 すなわち，平成１２年７月当時，導入することが法令上不可能であったのは，「無料デ

ジタル放送におけるスクランブル」であって，コピー制御自体は，無料デジタル放送につ

いても法令上実施することが可能であった。そもそも当時，法令上不可能であった「スク

ランブル」とは，「影像や音声信号をエンコーダと呼ばれる特殊な装置で一定の番号化法

則に基づいて攪乱すること」であり，放送に対するアクセスをコントロールするために用

いられるものであって，コピーをコントロールするために用いられるコピー制御とは異質

のものである。 

 

 ５ 特定機器の要件と「関係者の合意」は無関係であること 

 被控訴人は，私的録音録画補償金制度は当事者間の合意の上に成り立っている制度であ

り，実質的には，関係者の合意があることが特定機器に該当するための要件である旨を主

張するが，失当である。 

 「関係者の合意」などという要件は，施行令１条２項３号には規定されておらず，そも

そも被控訴人のいう「関係者」の範囲も不明確であって，このような不明確な要件で客観

的な「特定機器」の範囲を画すことなど不可能であるから，被控訴人のいう「関係者の合
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意」は，およそ法律上の要件とはなり得ない。 

 被控訴人は，私的録音録画補償金制度が「当事者間の合意の上に成り立っている制度」

であり，「当事者の合意が崩れれば砕け散る制度である」ことをその主張の根拠とする。

しかしながら，私的録音録画補償金制度は，いやしくも法第５章及び施行令という法律及

び政令により規定された法制度である。立法過程において様々な議論がなされたにせよ，

法案が国会において審議され，可決されて法律として成立すれば，当該法制度は，当然，

遵守されなければならない。 

 

 ６ 被控訴人の「二重の負担」論，「二重の利得」論が誤りであること 

 被控訴人は，ダビング１０が導入されている中で私的録画補償金が課せられれば，消費

者は「二重の負担」を強いられることになる一方で，権利者は「二重の利得」を得ること

になって妥当でない旨を主張する。 

 しかしながら，ダビング１０の下では，利用者は，録画機器１台につき，あらゆるコン

テンツをそれぞれ１０回コピーすることが可能であるから，ごく一般的に想定される私的

録画は自由に行い得るし，実際にも録画を何ら支障なく行っている。他方で，法３０条２

項によれば，利用者は，１回でも私的録画を行えば，当該録画につき補償金を支払わなけ

ればならないのであるから，上記のようなダビング１０の下で私的録画補償金を支払った

としても，「二重の負担」を課せられたことにはならない。 

 また，ダビング１０の下においても，録画機器１台当たり１０回の録画が行われ得るこ

とからすれば，ダビング１０によるコピー制限が行われたからといって権利者が特に利益

を得るわけではなく，むしろ，一般的に想定される私的複製が行われている以上，複製権

が制限されることの代償たる補償金の必要性は厳然と存在するのであるから，ダビング１

０の下で権利者が私的録画補償金を受け取ったとしても，「二重の利得」を得るという事

態にはならない。 

 

第５ 争点１（特定機器該当性）についての被控訴人の主張 

 アナログチューナー非搭載ＤＶＤ録画機器は，施行令１条２項３号の特定機器に 
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含まれないと解すべきであるから，アナログチューナー非搭載ＤＶＤ録画機器であ

る被控訴人製品は，同号の特定機器に当たらない。 

 １ 施行令１条２項３号の文言 

 ３号柱書きの「アナログデジタル変換が行われた影像」とは，デジタル方式の録

画の機能を有する機器の内部でアナログデジタル変換が行われた影像に限られるも

のと解すべきであるから，アナログチューナーを搭載していないため当該機器内に

おいてアナログデジタル変換が行われることがないアナログチューナー非搭載ＤＶ

Ｄ録画機器は，「アナログデジタル変換が行われた影像」を固定する機能を有する

機器とはいえず，施行令１条２項３号の特定機器には該当しない。 

 (1) 施行令１条の２第１項は録音の用に供される記録媒体を，同条２項は録画の用に

供される記録媒体を，それぞれ私的録音録画補償金の対象となる「特定記録媒体」として

規定しているが，これらの規定では，いずれも「デジタル方式」との文言が用いられてい

る。してみると，施行令１条２項３号においても，アナログデジタル変換が行われる場所

のいかんを問わずに特定機器として指定するのであれば，施行令１条の２と同様に，「デ

ジタル方式」との文言を用いて，「デジタル方式で，影像を連続して固定する機能を有す

る機器」と規定するはずである。 

 それにもかかわらず，施行令１条２項３号においては，あえて「アナログデジタル変換

が行われた影像を…連続して固定する機能を有する機器」という文言が用いられているの

であり，このことは，同号が，影像をＤＶＤに記録する方式がデジタルであるというだけ

ではなく，機器の中でアナログデジタル変換が行われることを前提にしているからにほか

ならない。 

 (2) 法３０条２項は，「機器」を定めることを政令に委任していること，施行令１条

２項柱書に「次に掲げる機器」と明記されていること，施行令１条に「特定機器」という

条見出しが付されていることなどからすれば，法及び施行令が機器の性質に着目して特定

機器を指定していることは明らかである。 

 そうすると，施行令１条２項３号の「アナログデジタル変換が行われた影像」とは，機

器の外で変換が行われたものではなく，機器内で変換が行われたものに限られると解すべ



- 14 - 

きである。 

 (3) 「アナログデジタル変換」という文言は，アナログ信号の形で存在する影像をそ

のままデジタル信号の形に変えることをいうと解される。すなわち，「アナログデジタル

変換」とは，変換前の段階では，アナログ信号の形で存在するある一定の影像をデジタル

信号の形式に変換すること，つまりアナログ信号かデジタル信号かという信号の形式のみ

を変換することを意味するのであり，影像の実質的内容を変更するものではない（変換の

前後で，影像の実質的な内容が変更されるのであれば，それは影像の「変更」ないし「改

変」又は新たな影像の「創出」であり，「変換」ではない。）。したがって，「アナログ

デジタル変換」という以上，変換された後のデジタル信号による影像の内容と，変換され

る前のアナログ信号による影像の内容とは，同一である。 

 しかるに，テレビ番組においては，カメラマンがビデオカメラで撮影した素材影像が何

らの加工もされないまま放送されることは通常ないから，地上デジタル放送のテレビ番組

をＤＶＤ録画機器でデジタル録画する場合，ＤＶＤ録画機器において「連続して固定」さ

れる「影像」（デジタル信号による影像）は，変換前のアナログ信号による影像と同一で

はないのが通常である。 

 控訴人主張のようにいずれかにおいて「アナログ信号からデジタル信号に変換する処

理」が行われることがあるとしても，ＤＶＤ録画機器において「連続して固定」される

「影像」（つまり，実際に放送され録画されるテレビ番組の影像）は，アナログ信号から

デジタル信号への変換前のアナログ信号による影像と実質的に同一の影像とはいえない。

結局，ＤＶＤ録画機器外においてアナログ信号からデジタル信号への変換が行われた場合

には，施行令１条２項３号の「アナログデジタル変換が行われた影像を・・・連続して固

定する」という要件が充足されないことになる。 

 

 ２ 法３０条２項及び施行令１条２項３号の趣旨からする特定機器非該当（著作

権保護技術関係） 

 私的録音録画補償金制度の趣旨，すなわち，法３０条２項及びその委任を受けた

施行令１条２項３号の趣旨，そして著作権保護技術の観点からすれば，特定機器が 
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アナログチューナー非搭載ＤＶＤ録画機器を含むものと解することはできない。 

 (1) 法３０条２項が定める私的録音録画補償金制度は，平成４年法改正により創設さ

れたが，これに先立つ平成３年１２月に「第１０小委員会報告書」（乙１）が文化庁から

公表されており，平成４年法改正は，上記報告書を受けて行われたものである。 

 しかるところ，第１０小委員会報告書は，①「３０条が私的録音・録画は自由かつ無償

であることを規定した背景としては，立法当時において，私的録音・録画は著作物等の利

用に関して零細なものであると予想されており」という認識の下に，②「現在では，私的

録音・録画は著作物等の有力な利用形態として，広範に，かつ，大量に行われており，さ

らに，今後のデジタル技術の発達普及によって質的にも市販のＣＤやビデオと同等の高品

質の複製物が作成されうる状況となりつつある。」と現状を分析し，③「これらの実態を

踏まえれば，私的録音・録画は，総体として，その量的な側面からも，質的な側面からも，

立法当時予定していたような実態を超えて」いるものととらえ，④「現行法立法当時には

予測できなかった不利益から著作者等の利益を保護する必要が生じている」として，制度

導入の必要性を述べ，⑤「私的録音・録画は，従来どおり権利者の許諾を得ることなく，

自由（すなわち現行法第３０条の規定は維持）としつつも，私的録音・録画を自由とする

代償，つまり一種の補償措置として報酬請求権制度を導入する。」という提言をしている。 

 これによれば，法３０条２項の私的録音録画補償金制度の趣旨としては，「私的録音・

録画は従来どおり自由とすること」を前提として，私的録音・録画が従来のように「零細

なもの」であれば補償金制度は不要であったところ，私的録音・録画が「広範かつ大量，

さらに高品質の複製」としてされ得る状況となりつつあったことが，著作権者等への代償

措置である私的録音録画補償金制度導入の主たる根拠となっていることは，明らかである。 

 平成１２年７月１４日，平成１２年改正政令により，政令１条２項３号に特定機器とし

てＭＶｄｉｓｃ，ＤＶＤ－ＲＷ，ＤＶＤ－ＲＡＭが追加指定されたが，上記で述べた私的

録音録画補償金制度の趣旨に変わりはないはずである。 

 しかるところ，デジタル放送においては，著作権保護技術，とりわけ技術的保護手段に

該当する技術によって，複製を制限することが可能であるから，上記のように「広範かつ

大量に」複製が行われることは想定されない。現に，平成１５年１２月１日に開始された

地上デジタル放送においては，平成１６年４月５日からコピー・ワンスという第１世代の
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みの録画が可能となるように制御する著作権保護技術を用いた放送が行われ，その後平成

２０年７月４日からは，このコピー・ワンスによるコピー世代管理手段を前提に，ダビン

グ１０という方式に拡張運用され，著作権保護技術が用いられている。 

 このような著作権保護技術の下では，「広範かつ大量に」，また「高品質の」「複製」

はされ得ないことになるから，かかる著作権保護技術が導入されたデジタル放送のみを録

画することが可能な「アナログチューナー非搭載ＤＶＤ録画機器」には，前記のような法

３０条２項の私的録音録画補償金制度の趣旨は妥当しない。 

 したがって，「アナログチューナー非搭載ＤＶＤ録画機器」は，法３０条２項の「録画

の機能を有する機器」には含まれず，また，そうである以上，法３０条２項から委任を受

けた政令である施行令１条２項３号の特定機器にも含まれないものと解すべきである。 

 (2) 施行令１条２項３号の規定が制定された平成１２年７月１４日当時は，ＣＳデジ

タル放送以外の無料放送について著作権を保護するためにスクランブル放送を送信するこ

とは，法令上不可能だったのであり，その後，平成１４年６月２６日総務省令第６８号に

よって，無料放送でのスクランブル送信が初めて可能となり，更にその後，平成１５年１

２月１日に地上デジタル放送が開始され，平成１６年４月５日からコピー・ワンスの運用

が開始されるに至ったのである。 

 以上の経緯からすれば，施行令１条２項３号が制定された平成１２年７月当時には，地

上デジタル放送への著作権保護技術の導入は，そもそも法令上不可能であり，施行令１条

２項３号の前提として想定されていなかったことが明らかである。 

 この点について控訴人は，平成１２年７月当時，法令上不可能であったのは，「無料デ

ジタル放送におけるスクランブル」であって，コピー制御自体は，無料デジタル放送につ

いても法令上実施することが可能であった旨主張するが，コピー制御技術は，スクランブ

ルという暗号技術による強制手段と組み合わせて初めて実効性を有するものであるから，

両者を切り離して論じる控訴人の主張は失当である。 

 そうすると，施行令１条２項３号制定当時には，著作権保護技術が導入されたデジタル

放送のみを録画の対象とするアナログチューナー非搭載ＤＶＤ録画機器は，想定されてい

なかったのであり，このことは，上記当時，そもそもアナログチューナー非搭載ＤＶＤ録

画機器が，実際に存在していなかったことからも明らかである。 
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 したがって，施行令１条２項３号制定時の内閣の意思としても，アナログチューナー非

搭載ＤＶＤ録画機器を特定機器に指定する趣旨ではなかったというべきである。 

 

 ３ 関係者の合意ないしコンセンサスを形成する必要性及びその不存在 

 私的録音録画補償金制度の特異な性質及びその法的な仕組み等に照らせば，特定

機器の範囲は，関係者の合意ないしコンセンサスを得て決められるべきものである

ところ，施行令１条２項３号制定当時において，アナログチューナー非搭載ＤＶＤ

録画機器が特定機器に含まれることについては，購入者（消費者）や製造業者等の

理解が得られていなかったから，アナログチューナー非搭載ＤＶＤ録画機器は，施

行令１条２項３号の特定機器には含まれないというべきである。 

 (1) 私的録音録画補償金制度については，平成４年の導入時から，「メーカーや権利

者など関係者間で必要な協議を行い，速やかに立法措置を講ずることが適切であ」り，

「もとより，著作権制度は国民の広範な支持の上に成り立つものであり，この制度の円滑

な導入のためには，この制度も含めて著作権等の保護について，ユーザーの理解を深める

ことに配慮する必要がある」ということが指摘されていた（第１０小委員会報告書・乙

１）。 

 これに加え，Ａ   東京大学名誉教授は，その意見書（乙２３）において，私的録音

録画補償金制度の本質，特異性について，「この制度は当事者間の合意の上に成り立って

いる制度」であり，「当事者の合意が崩れれば砕け散る制度である」という意味において，

「極めてもろいガラス細工の制度」であると評し，「その基盤は極めて脆弱であり，制度

としては極めてもろいものであって，当事者の不断の努力の上に，始めて成立するという

特異な制度である。」と指摘している（乙２３・２頁）。 

 このような私的録音録画補償金制度が根本的に有する特異な性質からすれば，同制度に

関する問題の解決には，関係者間の意思を調整し，その合意を形成することが必要不可欠

であることは明らかであり，このことは，私的録音録画補償金制度の導入時には想定され

ていなかった機器が出現した場合に，これを同制度の対象となる特定機器に含めるか否か

という問題を解決するに当たっても妥当するものである。 
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 (2) また，私的録音録画補償金は，本来，個々の録音又は録画ごとに支払われるべき

ものであり，著作権者等から消費者（利用者）に対して直接請求がされ，消費者（利用

者）から著作権者等に直接支払われるべきものであって，法３０条２項はまさにその旨を

規定している。その上で，法は，補償金支払の特例として，指定管理団体から補償金の支

払請求を受けた購入者（消費者）は，特定機器を購入する際に一括して補償金を支払い

（法１０４条の４第１項），特定機器の製造業者等は当該補償金の請求及び受領に協力す

る（法１０４条の５）ものとしている。 

 すなわち，法は，請求及び受領のための手間に対する便宜という，私的録音録画補償金

の本質とは関係のない技術的な理由により，特例として，購入者（消費者）が特定機器を

購入する際に一括して補償金を支払い，特定機器の製造業者等が当該補償金の請求及び受

領に協力するという複雑な仕組みを採用しているのである。 

 このような法的な仕組みを前提とすれば，私的録音録画補償金制度は，購入者（消費

者）や製造業者等の理解の下に協力を得ることで初めて成り立ち得るものであって，これ

らの者を含めた関係者間の合意の下に進めていくべきものであるというのが，法の趣旨と

考えられる。 

 このことは，新たな技術による機器が登場するたびに，個別の機器を逐一細かく検討し，

関係者間の合意ないしコンセンサスを得た上で，施行令に追加するという事実が積み重ね

られてきた私的録音録画補償金制度の実際の運用からも裏付けられる。 

 (3) 以上のような法の趣旨を踏まえれば，購入者（消費者）や製造業者等の理解やコ

ンセンサスを得た上で録音録画機器を特定機器に指定するのが，法３０条２項に基づいて

特定機器を指定する施行令を制定する内閣の制定意思であると考えられるから，当該施行

令の規定の解釈に当たっても，かかる内閣の意思に照らし，特定機器の範囲を，施行令制

定時において購入者（消費者）や製造業者等の理解が得られていた範囲に限定する厳格な

解釈を行うべきである。 

 そして，平成１２年７月の施行令１条２項３号制定当時には，著作権保護技術が導入さ

れたデジタル放送のみを録画の対象とするアナログチューナー非搭載ＤＶＤ録画機器が想

定されていなかったのであり，そうである以上，その当時において，アナログチューナー

非搭載ＤＶＤ録画機器が特定機器に含まれることについて，購入者（消費者）や製造業者
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等の理解やコンセンサスが得られていなかったことは明らかである。 

 したがって，アナログチューナー非搭載ＤＶＤ録画機器は，施行令１条２項３号の特定

機器に該当しない。 

 

 ４ 特定機器該当性を否定すべきその他の実質的理由 

 (1) 「二重の負担」・「二重の利得」  地上デジタル放送においては，平成１６年

４月５日からはコピー・ワンス，平成２０年７月４日からはダビング１０という著作権保

護技術が採用されていることから，地上デジタル放送に対応した録画機器については，こ

のような著作権保護技術に対応した部品及びプログラムを組み込むという措置が講じられ，

当該措置のために必要となるコストは，録画機器の販売価格に上乗せされる形で最終的に

は消費者が負担している。 

 このような状況の下で，地上デジタル放送に対応した録画機器に私的録画補償金が課さ

れることになれば，購入者（消費者）は，著作権保護技術の対応コストと私的録画補償金

という二重の負担を負うこととなるのであり，とりわけ，「アナログチューナー非搭載Ｄ

ＶＤ録画機器」においては，著作権保護技術が用いられていないアナログ放送のデジタル

録画を行うことはできず，デジタル放送のデジタル録画という同一の録画行為について，

かかる二重の負担を負わされることとなるから，その不合理性は明らかである。 

 他方，著作権者等は，地上デジタル放送に関して，著作権保護技術を使用して権利を行

使する際に，放送許諾料の受領その他により，適切に利益を得ることができる（少なくと

も，著作権保護技術により，消費者による私的複製の範囲をコントロールできるから，私

的複製による経済的損失の範囲を受忍し得る限度内にとどめることができる。）。そして，

地上デジタル放送においては，ダビング１０という著作権保護技術が一律に講じられてい

るから，アナログチューナー非搭載ＤＶＤ録画機器については，すべての録画が著作権保

護技術に服する放送の録画であるということになる。 

 このような状況の下で，アナログチューナー非搭載ＤＶＤ録画機器に私的録画補償金が

課されることになれば，著作権保護技術を用いて私的複製を制限し，それによって既に私

的複製の制限の下において適切な利益を得ている著作権者等に対して，更に私的録画補償

金請求権という二重の利得を認めることになる。 
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 以上のとおり，アナログチューナー非搭載ＤＶＤ録画機器について，消費者に二重の負

担を負わせたり，著作権者等に二重の利得を認めたりすることは，利用者と著作権者等と

の利益調整を図ったものとされる法３０条２項の趣旨に反するのであって，アナログチュ

ーナー非搭載ＤＶＤ録画機器については，私的録音録画補償金制度の趣旨が妥当しないと

いうべきである。 

 (2) そもそも，一般的・類型的に補償金の対象となる私的録画に使用される可能性が

ない録画機器は，特定機器には該当しないと解すべきである。この観点から，アナログチ

ューナー非搭載ＤＶＤ録画機器をみると，後記のとおり，アナログチューナー非搭載ＤＶ

Ｄ録画機器による録画については，著作権者等の許諾があるものと評価される。 

 そして，著作権者等の許諾のある私的録画については，法３０条２項等の私的録画補償

金に関する規定の適用はないというべきであるから，アナログチューナー非搭載ＤＶＤ録

画機器は，一般的・類型的に補償金の対象となる私的録画に使用される可能性がない録画

機器ということができ，特定機器には該当しないものである。 

 

第６ 争点２（協力義務の意義）についての控訴人の主張 

 被控訴人製品は法３０条２項の私的録画補償金の対象となる特定機器に該当するから，

指定管理団体である控訴人は，被控訴人製品の購入者に対し，法１０４条の４第１項に基

づき，その購入に当たり，被控訴人製品を用いて行う私的録画に係る私的録画補償金の一

括の支払として，法１０４条の６第１項の規定により当該特定機器について定められた額

の私的録画補償金の支払を請求することができる。 

 被控訴人製品の製造業者である被控訴人は，法１０４条の５に基づき，指定管理団体で

ある控訴人に対し，上記私的録画補償金の支払の請求及びその受領に関し協力義務を負っ

ている。 

 このように特定機器の製造業者等に対し協力義務を課した法１０４条の５は，単なる訓

示規定ではなく，法的に強制される具体的な義務を規定した効力規定であると解すべきで

ある。 

 法１０４条の５が規定する製造業者等の「協力」とは，特定機器の製造業者等が，特定

機器の販売価格に補償金相当額を上乗せして出荷し，利用者から当該補償金を徴収して，
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指定管理団体に対し，当該補償金相当額の金銭を支払うことを意味するから，私的録画に

係る特定機器の製造業者は，同条の協力義務として，利用者との関係では，特定機器の出

荷価格に私的録画補償金相当額を上乗せして販売し，利用者から当該補償金を徴収する義

務を負い，指定管理団体である控訴人との関係では，自らが出荷する特定機器に係る私的

録画補償金相当額の金銭を支払う義務を負っている。 

 このように法１０４条の５に基づき私的録画に係る特定機器の製造業者が負う協力義務

の具体的な内容は，補償金徴収義務及び補償金相当額支払義務からなる法的義務である。

この補償金徴収義務と補償金相当額支払義務は，それぞれ別個の義務であって，仮に製造

業者が利用者との関係で補償金徴収義務を履行しない場合でも，控訴人との関係で補償金

相当額支払義務は履行しなければならない。 

 また，私的録音録画補償金制度の仕組み（原判決「事実及び理由」第２の２）からすれ

ば，私的録画に係る特定機器の製造業者には，およそ当該特定機器を出荷するに際して，

私的録画補償金相当額を出荷価格に上乗せして流通業者に出荷しなければならない法的義

務がある。そうである以上，製造業者が特定機器を出荷した場合，法的にみれば，出荷し

た時点で私的録画補償金相当額を回収したとみなされるものといえる。 

 このような観点からみると，法１０４条の５に基づき私的録画に係る特定機器の製造業

者が負う協力義務の具体的内容は，上記補償金徴収義務及び補償金相当額支払義務と構成

するほかに，「出荷時点で回収したと評価される特定機器に係る私的録画補償金相当額を

控訴人に対して支払う義務」と構成することも可能である。 

 

第７ 争点２（協力義務の意義）についての被控訴人の主張 

 法１０４条の５は，特定機器の製造業者等に対し，「当該私的録音録画補償金の

支払の請求及びその受領に関し協力しなければならない」ということを抽象的に定

めたにすぎない規定であり，典型的な訓示規定である。すなわち，法１０４条の５

は，訓示規定として，一般的な責務を規定するものにとどまり，指定管理団体であ

る控訴人に特定の権利を付与したり，製造業者である被控訴人に個別の義務を課す

という，具体的な法的効力を直接有する規定ではなく，せいぜい，製造業者等に対

し，精神的義務を課し，又は望ましい指針を示すにすぎない規定である。 
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 協力義務の内容としては様々なものが想定され，一義的に明確にすることはできない。 

 

第８ 争点３（不法行為の有無）についての当事者の主張 

 次のとおり付加するほか，原判決の該当箇所のとおりである。 

 １ 不法行為に関する控訴人の追加主張 

 以下のとおり，被控訴人には，条理に基づく補償金相当額の上乗せ徴収・納付義

務違反の不法行為責任がある。 

 (1) 被控訴人は，補償金相当額の上乗せ徴収・納付を行わずに被控訴人製品を製造・

販売することによって，被控訴人製品にかかる補償金の徴収を不可能にならしめる事態を

惹起し，自らその原因となる行為を行って現に控訴人に損害を生じさせる一方で，まさに

その原因となる被控訴人製品の製造・販売を業として行うことにより直接の経済的利益を

上げている。 

 (2) 平成４年改正法が施行された平成５年７月１日以降（録画に係る補償金について

は平成１１年７月１日以降），すべての製造業者は，被控訴人も含め，特定機器を出荷す

るに際しては，補償金相当額を出荷価格に上乗せし，これを利用者から徴収し，補償金相

当額を指定管理団体に納付してきたし，補償金相当額の上乗せ徴収・納付以外の「協力」

方法が実施されたことは一度もない。かかる補償金の徴収に関する取扱いは，法１０４条

の５に基づき，長年にわたり，権利者のみならず，被控訴人自身を含む全ての製造業者が

当然のこととして行ってきたものであり，もはやこれは「慣習」といえるものである。他

方，控訴人も，特定機器が出荷される場合には，かかる「慣習」に従い補償金相当額の上

乗せ徴収・納付が製造業者により行われることを期待しているが，他に補償金の徴収手段

が存在しない現状下にあっては，かかる期待は合理的であり，法的保護に値する。 

 (3) 以上のとおり，特定機器に該当する被控訴人製品を製造・販売する被控訴人は，

上乗せ徴収・納付以外には控訴人が実効的に補償金を徴収する具体的な方法が存在してお

らず，かつ，現実にも長年にわたり特定機器からの補償金の徴収が例外なく上乗せ徴収・

納付のみによって行われてきたという状況のもとでは，被控訴人製品につき，補償金相当

額の上乗せ徴収・納付をする条理上の作為義務を負っているというべきである。 
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 仮に著作権法１０４条の５の規定による協力義務が仮にそれ自体は法的強制力を伴わな

いものであるとしても，それが法律上の義務であることには疑いなく，その法律上の義務

に上記諸事情に基づく条理上の義務が加わり，いわばその相乗により，被控訴人は，被控

訴人製品につき，補償金相当額の上乗せ徴収・納付をする作為義務を負っているというべ

きである。 

 (4) しかるに，被控訴人は，かかる作為義務に違反し，その結果控訴人は損害を被って

いるのであるから，控訴人に対して不法行為に基づく損害賠償責任を負う。 

 (5) 本件では，被控訴人製品につき補償金の上乗せ徴収・納付を行わなければ著作権

法に違反するということにつき，予見可能性も十分にあったし，被控訴人はその可能性を

現に認識していた。すなわち，平成１１年の著作権法施行令改正によりＤ－ＶＨＳ録画機

器が特定機器に指定された後，多数の製造業者は，機器内部においては「アナログデジタ

ル変換」する機能を有していないＤ－ＶＨＳ録画機器を発売してきた。それらの製造業者

は，例外なく，そのような機器を補償金の対象とし，補償金の上乗せ徴収・納付を実行し

てきたが，被控訴人は，容易にこの事実を認識し得たのであるから，本件対象機器がアナ

ログチューナーを搭載しておらず，機器内部においては「アナログデジタル変換」する機

能を有していないからといって，特定機器に該当しないということにはならないことを容

易に認識し得た。また，被控訴人は，本件訴え提起前での控訴人との交渉において，被控

訴人製品の発売開始前の時点で「社内で対象になるのではないかとの意見があることは認

識していたし，また権利者が２月５日の会見で法的措置を辞さないといっていることも承

知していた。」などと述べており，被控訴人製品が特定機器に該当し得ることを現に認識

していた。被控訴人は，被控訴人製品が特定機器に該当すること（少なくとも該当する可

能性が極めて高いこと）を十分に認識していたというべきであり，過失があることは明ら

かである。 

 

 ２ 不法行為の追加主張に対する被控訴人の反論 

 施行令１条２項３号制定時から今日に至るまで，「アナログチューナー非搭載ＤＶＤ録

画機器」が，政令１条２項３号の特定機器に該当するかについては，著作権者側と消費者

との見解が激しく対立し，文部科学省と経済産業省との間，つまり，内閣でさえ明確な統
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一見解が得られない中，補償金への対応を迫られる状況となった。被控訴人としては，や

むを得ず，消費者の保護の観点から，補償金を価格に上乗せしないで被控訴人製品を発売

したものである。被控訴人製品が特定機器に該当するとの判断がされ，被控訴人の責任が

検討されることになった場合でも，製造業者である被控訴人に責任があるというのは極め

て酷である。それは，行政においてコンセンサスが得られなかったつけを，すべて，協力

義務者の地位にとどまる製造業者の負担として押し付けるものであり，不当かつ正義に反

するものであり，少なくとも被控訴人には故意過失は存在しない。 

 

第９ 当裁判所の判断 

 １ 協力義務の法的意義（争点２について） 

     (1) もともと私的録音・録画は家庭内など閉鎖的な範囲内における「零細な

利用」として複製が許されていたが（法３０条１項），社会全体として大量の録音

物や録画物が作成されることとなり，更にデジタル機器の出現によって市販のＣＤ

と変わらない高い品質の録音物が作成されるようになったとして，ベルヌ条約９条

２項「（前略）著作物の複製を認める権能は，同盟国の立法に留保される。ただし，

そのような複製が当該著作物の通常の利用を妨げず，かつ，その著作者の正当な利

益を不当に害しないことを条件とする。」とのただし書所定の国際的基準に適合し

なくなってきたとの考え方が台頭してきたことから，私的録音・録画に関する報酬

請求権制度の制度設計が，諸外国の制度も参考にしながら著作権審議会等で議論さ

れた結果，平成４年法律第１０６号として法３０条２項や１０４条の４，５などを

加える著作権法改正があり，平成５年６月１日から施行された。 

    私的録音・録画を行う者（ユーザー）が個々の利用行為ごとに補償金を支払う義

務を負うというのが著作権法法３０条２項の趣旨であり，法１０４条の５はこれを

補完する制度である。私的録音録画補償金制度のもとにおいて補償金を支払う義務

を負うのは特定機器を利用して私的録音・録画を行う者であり（法３０条２項），

支払を受けるのは著作権者等（権利者）であるが，特例として，特定機器を購入す
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る者は，法１０４条の２第１項に定める指定管理団体から補償金の一括の支払とし

て補償金の支払を請求された場合，その購入時に補償金を支払わなければならない

とされ（法１０４条の４第１項），指定管理団体が特定機器を購入する者に対して

補償金の支払を請求する場合，その製造業者及び輸入業者（製造業者等）は，補償

金の請求及び受領に関して協力しなければならないとされている（法１０４条の

５）。補償金の支払に関する原則である法３０条２項の場合の補償金の支払義務者

は特定機器により録画を行う者（利用者）であり，特例である法１０４条の４第１

項の場合は特定機器の購入者である。指定管理団体は，特定機器の購入者に対して，

補償金支払請求権を権利者（著作権者等）のために行使し（補償金の支払の請求を

する），特定機器の製造業者等は，特例の場合（指定管理団体が特定機器等の購入

者に対して補償金の支払を請求する場合）に，支払の請求及びその受領に関し協力

しなければならないとされている。 

 上記著作権法改正の前提となった著作権審議会第１０小委員会報告書（甲４４，

乙１）において適当であると提言され，かつ，国会の審議において，特定機器の製

造業者等による法１０４条の５に基づく「協力」の内容として具体的に想定されて

いたのは，「特定機器の出荷価格に私的録画補償金相当額を上乗せして出荷し，利

用者から当該補償金を徴収して，指定管理団体に対し当該補償金相当額の金銭を納

付すること」（「上乗せ徴収・納付」方式）であったことが認められ，他の方法が

検討された形跡は見当たらない。法１０４条の５はこのような上乗せ徴収・納付の

態様による協力を主として念頭に置いて規定されたものと理解できるが，その法文

上，そのことは一義的に明確ではない。本件訴訟で請求されているのはこの「上乗

せ・納付方式」に基づくものであるが，法１０４条の５の協力義務として，他に例

えば，①特定機器の製品パッケージに当該機器の購入者は指定管理団体へ補償金を

支払う義務があることや，その金額及び支払先等を表示する方法，②特定機器の売

り場において，製造業者等が自ら又は製造業者等から委託を受けた販売業者が，特

定機器を購入する者から補償金を徴収する方法などが想定されるのであるから，控
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訴人が上乗せ額を被控訴人に請求することができるとすべき根拠は，一義的にはな

いことになる。 

  (2) 控訴人は，争点２の主張を根拠にして，法１０４条の６に従って認可さ

れた補償金の額を協力義務の履行としてまず請求するが，上記の説示に照らし，こ

の請求は理由がない。 

  (3) しかし，平成１１年７月１日に私的録画に係る特定機器を定めた施行令

１条２項が施行されて以来，控訴人による私的録画補償金の徴収は前記「上乗せ徴

収・納付」方式というべき方法（原判決別紙「原告の補償金の徴収とその分配」の

チャート図）により行われてきたものであり，それ以外の方法で行われてきた事実

は見当たらない。製造業者等に協力義務が課せられた趣旨を振り返るに，補償金制

度のもとにおいて補償金を支払うのは特定機器を利用して私的録音・録画を行う者

であるが（法３０条２項），この利用者は極めて多数に及び，かつ，日本全国に分

布しているため，著作権者等の権利者が個々の録音録画の実態を把握して補償金請

求権を行使すること，あるいは利用者が私的録音・録画の都度個々の権利者に対し

て補償金を支払うことは，現状においては困難である。そこで，法は，補償金制度

の実効性を確保するため，補償金の請求・受領を指定管理団体において集中的に管

理する制度を設け，特定機器を購入する者は，法１０４条の２第１項に定める指定

管理団体から補償金の一括の支払として補償金の支払を請求された場合，その購入

時に補償金を支払わなければならないとした（法１０４条の４第１項）。そして，

特定機器の購入者と指定管理団体との間には直接の接点はないため，補償金の請求

に際し購入行為を把握しうる立場にある第三者の協力が制度の実現に必要となると

ころ，録音・録画機器の発達普及が私的録音・録画を増大せしめる結果をもたらし

ていることから，録音・録画機器の提供を行っている製造業者等が，公平の観念上，

権利者の報酬取得の実現について協力することが要請されていると考えられること

などとして，特定機器の製造業者等は，「補償金の支払の請求及びその受領に関

し」協力しなければならないとされたものと解される（甲４４・４４８０頁～４４
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８１頁，甲４５・５～６頁）。 

 法１０４条の５が製造業者等の協力義務を法定し，また，指定管理団体が認可を

受ける際には製造業者の意見を聴かなければならないと法１０４条の６第３項で規

定されている以上，上記のような実態の下で「上乗せ・納付方式」に協力しない事

実関係があれば，その違反について損害賠償義務を負担すべき場合のあることは否

定することができない。製造業者等が協力義務に違反したときに，指定管理団体

（本件では控訴人）に対する直截の債務とはならないとしても，その違反に至った

経緯や違反の態様によってはそれについて指定管理団体が被った損害を賠償しなけ

ればならない場合も想定され，法１０４条の５違反ないし争点３（被控訴人による

不法行為の成否）における控訴人主張を前提とする請求が成り立つ可能性がある。 

 

 ２ 特定機器該当性（争点１について） 

 そこで，本件においてこの義務違反があるか否かについて検討するに，当裁判所

は，著作権法３０条２項に基づき政令で録音・録画機器（特定機器）の範囲を定め

るには，その当時利用されていた機器が対象とする録音・録画源と録音・録画規格

を前提にし，当該録音・録画機器の普及の状況や利用実態が検討され，関係者の協

議等に基づく合意の程度が勘案されてきたものであるところ，著作権法施行令１条

２項に３号が追加された当時，録画源がアナログテレビ放送であることが念頭に置

かれ，この録画源についてＤＶＤ録画が行われる機器を録画補償金の対象とする点

で関係者の大方の合意が得られたことから，同号の追加が閣議決定されたものであ

ると認定し，同号所定の「アナログデジタル変換によって行われた」影像を連続し

て固定する機能を有する機器との要件は，アナログ放送をデジタル変換して録画が

行われることを規定したものであり，しかも，この変換は，ＤＶＤ録画機器に搭載

されるアナログチューナーからのアナログ信号を対象にするものであるから，当該

機器においてアナログチューナーを搭載しないＤＶＤ録画機器については，アナロ

グデジタル変換が行われず，したがって３号該当性は否定されると判断するもので
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ある。したがって，被控訴人製品は施行令１条２項３号に該当するものではなく，

被控訴人には法１０４条の５の義務違反ないし不法行為責任があると認めることは

できないと判断する。その理由は，以下のとおりである。 

 

  (1) 施行令の経緯 

 著作権法施行令の関係条文が制定され追加されてきた経緯は次のとおりである。 

   ① 平成５年政令１４７号で追加された著作権法施行令の「第１章 私的録音録画

補償金に係る特定機器及び特定媒体」における１条１項で，録音機器が法１０４条の４所

定の特定機器として政令規定された。すなわち，１～３号として特定の標本化周波数でア

ナログデジタル変換が行われた音を特定の磁気テープないし光磁気ディスクに固定する機

能を有する機器が指定された。当時商品化されていた録音機器のうちＤＡＴ，ＤＣＣ及び

ＭＤへの録音機器が対象となったものであり，それぞれが１～３号に対応している。 

   ② 平成１０年政令３２４号で１項に４号が追加され，特定の標本化周波数でアナ

ログデジタル変換が行われた音を光ディスクに固定する機能を有する機器として，ＣＤ－

Ｒ，ＣＤ－ＲＷへの録音機器が対象とされた。 

   ③ 平成１１年政令２１０号では１条２項として録画機器が追加された。１号はＤ

ＶＣＲを対象とし，特定の標本化周波数で磁気テープに固定する機能を有する機器とされ，

２号はＤ－ＶＨＳによる録画機器を対象とし，いずれの標本化周波数によるかを問わずア

ナログデジタル変換が行われた影像を磁気テープに固定する機能を有する録画機器を対象

とする。 

   ④ 平成１２年政令３８２号で，１条２項に本件で争点となっている３号が追加さ

れた。政令案審議録（甲１７０）では，ＤＶＤ－ＲＷ（パイオニア，シャープが発売），

ＤＶＤ－ＲＡＭ（松下，日立が発売）のほかＭＶＤＩＳＣ（ＮＥＣが発売）への録画機器

を対象とし，特定の標本化周波数でアナログデジタル変換が行われた影像又はいずれの標

本化周波数によるものであるかを問わずアナログデジタル変換が行われた影像を，直径及

びレーザー光照射面から記録層までの距離が特定されている光ディスクに固定する機能を

有する録画機器を対象とする。 
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 この追加時に商品化されていたのがＤＶＤのうち－ＲＷと－ＲＡＭであったので，甲１

７０の審議録ではこれらＤＶＤの録画機器が対象となる旨説明されたが，－Ｒ，＋Ｒ及び

＋ＲＷのＤＶＤも要件を充足することから，３号に含まれることにつき被控訴人も争って

いない。３号のハとして規定されたのがＤＶＤ－ＲＡＭ仕様のＤＶＤであり，ロとして規

定されたのがＤＶＤ－Ｒ，－ＲＷなどの仕様に係るＤＶＤである。なお，イとして規定さ

れたのは，ＤＶＤとは異なりＮＥＣが独自に規格したＭＶＤＩＳＣ（マルチ・メディア・

ビデオ・ディスク）である。 

   ⑤ 平成２１年政令１３７号でブルーレイディスク録画機器が追加された。１条２

項４号であり，特定の標本化周波数でアナログデジタル変換が行われた影像又はいずれの

標本化周波数によるものであるかを問わずアナログデジタル変換が行われた影像を，ブル

ーレイディスクに固定する機能を有する録画機器が対象とされた。 

   ⑥ 施行令で特定機器が追加される都度の政令審議録（特に甲１６７～１７０）を

みると，録音・録画規格や媒体と関連する録音源や録画源にも重要な関心事があったこと

がうかがわれるのであり，施行令１条１項各号で録音についての特定機器が規定された際

には，ＬＰレコードからの録音やアナログ放送（ＦＭラジオ等）の録音のほか，とりわけ

ＣＤからのデジタル録音や複製も補償の対象として念頭に置かれていたのに対し（甲４４

の４４３０頁），平成１１年に２項で録画についての特定機器が規定された際には，影像

を記録する商品としてＶＨＳテープとＤＶＤがあったが，両者とも通常はコピー制御信号

が伴っており，平成１１年法改正で技術的保護手段回避による複製が私的複製の対象外と

なった関係で（平成１１年法律第７７号により追加された法３０条１項２号），市販ビデ

オテープや市販ＤＶＤではなくテレビ放送からの録画が念頭に置かれたといえる。そして，

２項３号の追加時には，テレビ放送はアナログ方式が大勢であり（地上デジタル放送はま

だ存在していない），したがって，アナログ放送を録画の対象とし，アナログチューナー

を搭載するものが一般世帯用のＤＶＤ録画機器であった。 

 

  (2) 解釈指針 

 技術進歩による私的録音・録画と複製権侵害の関係について，文化庁に設置され

た著作権審議会第５小委員会で昭和５２年１０月から検討されたが具体的提言はさ
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れず，第１０小委員会が昭和６２年８月から検討を始め，平成３年１２月に報告書

が取りまとまった（甲４４，乙１）。その「第五章 結論」の「第一節 ２」とし

て，「技術の発展の恩恵を受けつつ，著作物等を享受することについての消費者の

利益に配慮しながら，録音・録画技術の発展と著作権等の保護との間の利益調整を

図り，また，国際的な流れにも配慮するという観点から，一種の補償措置として，

前章に示したような報酬請求権制度を導入するのが適当である。」との結論が示さ

れた（４４９１頁。乙１では４３頁）。また，「第二節 今後の進め方について」

の「１(1) 報酬請求の対象となる録音・録画機器・機材」として，次の記載があ

る（４４９５頁。乙１では４５頁）。 

「 報酬請求の対象となる録音・録画機器・機材の範囲及び支払免除対象の範囲など 

 この点に関して，アナログ方式による録音・録画とデジタル方式による録音・録画とは

著作物の利用という観点からは，理論上区別すべき理由はない。しかし，今後の録音・録

画機器及び機材に関する技術革新や市場の動向を踏まえ，ユーザーやメーカー等の理解や

協力を得て，制度を円滑に導入することを考慮した場合には，制度の具体的運用において

実際上，報酬請求の具体的な対象として，デジタル方式による録音・録画機器及び機材を

報酬請求の対象とすることが望ましいと考えられる。 

 なお，具体的な対象機器・機材については，実態を勘案しつつ，特定する必要があ

る。」 

 

 法３０条２項は，第１０小委員会の上記報告書を踏まえて立法されたものである

（甲４２）。 

 上記(1)の経緯によれば，そのときどきの録音・録画機器，録音・録画源の実態

に応じて必要な都度製造業者，権利者，視聴者の利害状況にかんがみながら，対象

機器の追加について規定範囲を拡大してきたことが明らかであり，法３０条２項の

上記立法経緯にかんがみれば，同項が「デジタル方式の録画」との要件のうちどの

範囲のものを補償金支払の対象とするかを政令で定めるものとしたのも，刻々変化 
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するＬＰレコード，ＣＤ，ビデオテープなどの，商品化され複製権侵害が問題とな

る音楽・映像メディア，そして放送波の状況，録音・録画機器や記録媒体の実態を

踏まえて，必要ならばその都度対応するという立法意思に出たものと理解される。

上記報告書の案（甲１１６）について，平成３年１１月２９日に開催の第１７回目

の第１０小委員会で，委員から，「具体的な対象機器・機材については，実態を勘

案しつつ特定する。」との考え方が示されている点を評価するとの見解も示されて

いる（甲１３３）。これらのことからすると，将来商品化されるデジタル録音・録

画機器のすべてを法３０条２項の補償金支払の対象とするというのではなく，様々

な状況を総合的に勘案しその都度必要に応じて，関係者の利害状況も踏まえながら

対象機器を追加するという趣旨に出たものであることが，法３０条２項の立法当初

から念頭に置かれていたものということができる。上記のように触れられた実態に

特に限定はないので，機器の態様として，対象とする録音源・録画源に関する仕様

も念頭から外れるものではない。 

 甲１６７の審議録１１枚目に，政令の基本的な考え方として，「今回は録音に係

る機器・記録媒体のみであるが，録画については，民生用の分野におけるデジタル

録画機器の開発・普及の状況，及び関係者の協議等を勘案し，今後対応することと

する。」とされ，甲１６８の審議録１９枚目に，指定を行う２番目の理由として，

「平成５年以降，権利者，メーカー等関係者間で，ＣＤ－Ｒの発売を巡り議論が行

われてきた結果，今回，ＣＤ－Ｒ及びＣＤ－ＲＷを補償金支払いの対象とすること

について合意が得られていること。」とされている。すなわち，法１０４条の５が

前提とする法３０条２項に基づく政令規定内容は，その当時の機器，録音・録画媒

体の実態に合わせて規定されてきたものであるが，本来の義務者でない者に協力義

務を課することから，新たな録音・録画の機器の追加には機器製造業者の大方の合

意が必要であったことが，施行令改正においてもその都度認識されていたというこ

とができる。 

 翻って，アナログ方式による録音・録画でさえも補償金の対象にすべきであると
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の議論がされていた経緯（上記著作権審議会第１０小委員会報告書「第二節 １

(1)」の上記記載）にかんがみれば，制度設計としてデジタル録音・録画だけが必

然的に補償金の対象となるものではない。デジタル録音・録画といっても，音源や

影像源，録音・録画媒体そしてこれを扱う機器も含め，様々な態様のものが，技術

進歩，製品開発コンセプト，そして視聴者のニーズなどに応じて刻々に変化してい

ることから，補償金の必要性の有無は，録音・録画源，録音・録画機器，録音・録

画媒体に応じて政策的に策定されることを，法３０条自体が予定しているものであ

る。このように補償金支払の範囲画定は極めて政策的な意味合いを持つことも含め

て考えると，法は，「デジタル方式」による録音・録画との枠でひとまず補償金の

対象を限定し，その中で更にどの範囲まで対象に含めていくのかは，法３０条２項

が制定された趣旨にかんがみ，政令を改正する都度検討されるべきものとされたこ

とが更に明らかである。したがって，改正で追加された施行令の規定についての解

釈では，改正に際して念頭に置かれた実態の範囲に即してされなければならないし，

とりわけ，著作権法１０４条の５所定の協力義務違反を問われるべき前提としての

特定機器該当性を考えるに際しては，施行令の文言に多義性があるとすれば，厳格

でなければならない。 

 

  (3) 「アナログデジタル変換が行われた」との要件 

 施行令２条１項，２項の各号は，「アナログデジタル変換が行われた」音・影像

を固定する機能を有する機器と規定しているところ，「アナログデジタル変換が行

われた」との要件につき，当裁判所としては，以下に示すように総合的な見地に立

った解釈をするものであるが，著作権法３０条２項が「デジタル方式の」録音又は

録画の機能を有する機器と規定しているところと対比してみると，施行令のこの要

件の意味するところは，特にそれがどこで行われるのかにつき本件訴訟において当

事者双方で先鋭に主張が対立しているように，客観的かつ一義的に明確であるとい

うことはできない。 
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 施行令１条の当初（平成５年４月時）審議録である甲１６７には，「アナログデ

ジタル変換が行われた音を固定するもの」との要件について，記録媒体へ記録する

ことをとらえて「アナログデジタル変換が行われた音を固定する」としたとされて

いる。そこでは，「アナログデジタル変換が機器の内部で行われるか外部で行われ

るかは本質的な要素ではない。」ともされている。他方，その審議録には，それよ

り前の説明にある「デジタル録音機器の仕組みと種類（概要）」の項に，機器内部

でアナログデジタル変換処理が行われる経路のほか，アナログ信号が外部（録音を

する聴取者からみての外部と理解される）から入力され，これが録音機器の外部

（録音者の手元機器によるのか，視聴者の手元の外なのかは特定されていないが，

プロセッサー別売との手書きメモが付されているところからすると，録音者の手元

機器であることが主として念頭にあったとも考えられる。）でアナログデジタル変

換処理されてデジタル録音される経路と，他のデジタルオーディオ機器（例えばＣ

Ｄプレイヤー）からデジタル信号を受け取ってこれをデジタル録音する経路のみが

記載されている。ＣＤプレイヤーからの信号がデジタルでそのままＭＤ録音機器で

デジタル録音される態様が甲１６７に図示されているが，他方で，ＭＤの説明とし

て，ＣＤと同じ標本化周波数であることの記載があるので，この限りでのデジタル

信号を受け付ける場合のデジタル録音が規定の念頭に置かれたものといえるし，ア

ナログ信号を受け付けての所定の標本化周波数によるアナログデジタル変換を経て

の録音態様も併記して図示されているところである。ＦＭ放送からの録音やＬＰレ

コードからの録音がこれに該当する。 

 ちなみに，施行令１条１項のうち，ＭＤ録音機器を定義する３号の規定は次のとおりで

ある。 

「 三 磁気的かつ光学的方法により、四十四・一キロヘルツの標本化周波数でアナログ

デジタル変換が行われた音を直径が六十四ミリメートルの光磁気ディスクに固定する機能

を有する機器 」 
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 甲１６８の審議録（施行令１条１項４号でＣＤ－Ｒ，ＣＤ－ＲＷを記録媒体とし

て追加した際のもの）にも，「アナログデジタル変換が行われた音を固定する」と

の要件は，（デジタル信号として）記録媒体へ記録することをとらえてのものであ

ることが記載されている。当初の施行令１条１項１～３号が規定される際に標本化

周波数が規定されたのは，デジタル方式の録音が商品化された媒体や機器において

いかなる規格によっているのかを念頭に置いたものであり，施行令で規定したのは，

機器内でのデジタル方式録音を当時の機器の録音方式に合致させて要件を絞り込ん

だものということができる。甲１６８の審議録１０枚目の１(1)の項で「アナログ

デジタル変換が行われた音を固定するもの」について説明しているのも，この趣旨

に沿うものである。 

 甲１６７等の上記のような審議録の記載を総合し，かつ，施行令１条１項１～３

号の規定ぶりにかんがみると，録音について規定された「アナログデジタル変換が

行われた」との要件は，多様な録音源（ソース）のうちの主要なものを念頭に置き

つつ，対象となる録音機器と媒体の規格に合わせて必要な標本化周波数を特定する

ために規定されたものと解することができる。アナログデジタル変換が行われた場

所が録音機器の内部である必要があるか否かについての文言上の限定はないが，当

該録音機器の規格またその対象録音媒体の規格に沿ったアナログデジタル変換が行

われることが必要であるということができるのである。 

 施行令１条に，録画についての特定機器が２項として追加された際における「ア

ナログデジタル変換が行われた」との意義についてみても，上記の録音の場合と異

なる事情はなく，「アナログデジタル変換が行われた」との要件は，録音・録画機

器におけるデジタル録音・録画媒体が採用している標本化周波数を定義づけるため

に用いられてきたとみるべきである。すなわち，当該録音・録画機器によって録音

・録画がされるために所定のアナログデジタル変換が行われることが規定されてき

たというべきである。 

 ＤＶＣＲ及びＤ－ＶＨＳのデジタル録画機器及び記録媒体が発売された際に追加
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改正された政令審議録（平成１１年。甲１６９）においては，Ｄ－ＶＨＳの録画方

式として，放送局でアナログデジタル変換がされる流れの図式が示されている。し

かしこれは，搭載チューナーで受信したＣＳデジタル放送（しかも政令案当時パー

フェクトＴＶの１局のみ）からだけの限られた視聴者のためのデジタル録画という

限定的なものであり，製品として販売されたＤ－ＶＨＳ録画機器には，録画のため

にアナログデジタル変換は行われないものの地上アナログ放送チューナーも搭載さ

れていたこともあって，関係者の間では，デジタル録画であることが注目され，上

記の流れについて単独に補償金の対象となるか否かの問題意識が浮上しないままに，

補償金の対象となったと推測することができる。ここでは，録画源に関する当時の

実態にかんがみ，私的録画補償金の対象とすることにつき，この録画機器に限った

範囲内のみで大方の合意が調ったとみるべきである。この時点で，放送波が著作権

保護技術を伴い，全世帯について標準放送となる地上デジタル放送からのデジタル

録画であってもそのまま補償金の対象となることまでが，普遍的な認識となってい

て，将来の大方の合意の前提となったことを裏付ける事実関係を認めることはでき

ない。現に，３号が追加された際の審議録（甲１７０）には放送波がデジタルであ

ることの説明はない。 

 施行令１条２項３号が追加されＤＶＤ録画機器が特定機器とされた際に規定され

たのも，ＤＶＤ録画の仕様に基づいて定められたものである。すなわち，そこで，

アナログデジタル変換が行われる場合の規格として「特定の標本化周波数で」と

「いずれの標本化周波数によるものであるかを問わず」とが択一的に定義づけたの

は，ＤＶＤ録画機器で用いられるすべてのＤＶＤ規格に対応させたものである。 

 当裁判所は，客観的かつ一義的に明確でない「アナログデジタル変換が行われ

た」の要件については，上記経緯にかんがみて総合的な見地から解釈するならば，

放送波がアナログであることを前提にしてこれについてアナログデジタル変換を行

うことが規定されていると解するものであり，これを超えての範囲を意味するもの

と解することはできないと判断する。 
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  (4) 被控訴人製品への当てはめ 

 被控訴人製品が施行令１条２項３号の要件を充足するには，録画される対象が

「アナログデジタル変換が行われた影像」であることが必要である。控訴人は，ア

ナログデジタル変換が被控訴人製品の内部で行われる必要はないことを前提に，被

控訴人製品はこの要件を充足すると主張し，当裁判所も，録画機器内部でアナログ

デジタル変換が行われることについて施行令１条２項３号に文言上の限定はないか

ら，３号の規定を文言そのままに解釈する限りにおいては，控訴人のこの主張を理

由なしとすることはできない。 

 控訴人は進んで，施行令１条２項３号における「アナログデジタル変換が行われ

た影像」との要件につき，アナログデジタル変換がなされた後に何らかの編集行為

があり，編集後の影像が放送される場合でも，「アナログデジタル変換が行われた

影像」（デジタル信号による影像）には変わりないと主張する。すなわち，地上デ

ジタル放送ももともとはアナログ影像をデジタル変換して発信しているので，デジ

タルチューナーのみを搭載している録画機器であっても，施行令１条２項３号に該

当しないとはいえないとの主張である。 

 控訴人の主張は，「アナログチューナーが搭載されているか否か」は製造業者ご

との「録画機器の仕様」の一種にすぎず，ＤＶＤ録画機器でさえあれば当然に３号

の要件を充足することを前提にするものであり，いずれかの段階であれアナログデ

ジタル変換が行われさえすれば，それが連続する影像の一部についてであっても，

３号の要件を充足するというのである。しかし，控訴人の主張に従えば，３号では，

単に「光学的方法により，（ＤＶＤの規格に応じた標本化周波数により）影像を，

デジタル方式で連続して固定する機能を有する機器」と規定すれば足りたというべ

きである。控訴人主張に係るような，最小限行われるとするアナログデジタル変換

は番組編集作業あるいはその前段階の作業であり，ここまでも「アナログデジタル

変換が行われた」との要件に含めるとすれば，施行令で法３０条２項で「デジタル
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方式の録画の機能を有する機器」を特定する内容として限定がないに等しく，あま

りにも不明確となってしまい，「アナログデジタル変換が行われた」との要件を付

して法の規定から絞り込んだ意義が失われてしまうものといわなければならない。

また，このような限局された場面でのアナログデジタル変換であっても３号所定の

要件に該当するとの説明は，施行令改正の際の審議録等で表れていないし，その点

について，補償金支払に協力義務がある録画機器製造業者，そしてひいては，本来

の義務者である消費者などの大方の合意が得られていることを認める証拠もない。 

 なお，その審議録（甲１７０）中の新旧対照条文に書き込まれた審議経過メモに

は，「ＡＤ変換を行う者（＝必ずしも機器が行うわけではない）（＝放送局も行

う）」との記載があるが，その前の「×「任意の」」と，続く「の「任意」と取ら

れる」とのメモ記載と合わせてみれば，標本化周波数を特定する上で，「任意」と

いう表現では誤解が生じるとの趣旨のメモと理解するのが相当であり，このメモ書

きから，施行令制定に当たってアナログデジタル変換が放送局で行われることまで

積極的に認識されていたことを裏付けることはできない。 

 政令案審議録でデジタル放送録画の説明としては，他に，２項４号（ブルーレイ

ディスク録画機器）が追加された際の甲１７１の録画概念図があるが，そこではア

ナログ放送からの録画の概念図と併記されていることからすると，アナログ放送が

併存していることを前提にした概念図と理解するのが相当である。なお，この概念

図には，ブルーレイディスク録画機器へのデジタル信号がビデオカメラ等において

アナログデジタル変換が行われることが示され，放送局における変換は明示されて

いない。 

 標本化周波数やＤＶＤそしてブルーレイディスクの定義についてはその都度綿密

な定義付けをして数度の政令改正の都度対象機器の追加が規定されたのに，「アナ

ログデジタル変換」に関しては「が行われた」とだけにとどめ，その意味が客観的

かつ一義的に明確でないままに規定され続けてきたのは，その都度の改正で，その

当時の実態として録音録画補償金の対象として念頭に置くべき音源や放送波，そし
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て商品化された録音・録画媒体や機器に応じて対処するにとどまり，あいまいな概

念付けのまま改正が推移してきたからである。 

 デジタル放送が本格的でなかった施行令１条２項３項追加時（平成１２年）にお

いては，デジタル放送波がそのまま録画機器に取り込まれ，著作権保護技術の情報

など様々なデジタル情報が組み込まれる場合にこの要件がどのように解されるかに

ついての議論がされないままであったし，本格標準放送となるデジタル放送の標本

化周波数についての議論もされないままであって，デジタル放送の規格がＤＶＤ録

画規格とどう対応するのかの議論もされていなかった。したがって，３号追加時に

おいてデジタル放送をＤＶＤ録画することは念頭に置かれなかったものであり，３

号がデジタル放送のＤＶＤ録画を対象としたものと認めることはできない。３号は，

録画源があくまでもアナログ放送であるとの実態に基づいて（前記(1)の⑥）追加

されたものである。 

 このことを踏まえ被控訴人製品についてみるに，前記(1)にみた流れを総合的に

評価して，２項３号におけるアナログデジタル変換によって行われたとの要件を今

一度振り返ると，そこにおいても，法３０条２項におけるデジタル方式の録画につ

いて，当初の平成５年４月における政令制定時の認識，すなわち，録音機器のデジ

タル収録における標本化周波数規格に合致させるために「アナログデジタル変換が

行われた」との要件を規定するとの認識を踏襲して限定したものと理解するのが相

当であるということになる。すなわち，「アナログデジタル変換が行われた」が要

件として規定されたということは，２項３号についてみれば，この規定追加時に実

態として念頭に置かれていた録画源（ソース）である放送波（３号制定時において

大勢を占めていた放送波）に対して「アナログデジタル変換が行われた」ことが必

要であるということである。「アナログデジタル変換が行われた」との要件に関す

るこのような解釈を前提にしてみるならば，デジタルチューナーのみの搭載機器に

あっては，当該機器においてアナログ放送をデジタル録画するためにアナログデジ

タル変換が行われないことから，３号の規定の文言の実質的解釈としては，３号該
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当性が否定されることになる。一部の影像についてアナログデジタル変換が行われ，

これがデジタル放送に使用されることをもって，アナログデジタル変換が行われた

との要件を満たすと解するとすれば，これを録画する場合には，被控訴人が主張し

ているように，「連続して固定される」との要件を充足しない可能性も否定し去る

ことができないのであって，いずれにせよ，アナログチューナーを搭載しないＤＶ

Ｄ録画機器についても３号の要件を充足するとするのは，客観的かつ一義的に明確

でない同号の解釈として許されないといわなければならない。 

 

  (5) 背景事情 

 前記(2)で認定した審議録の記載からも明らかなように，著作権法３０条２項の

規定に基づき，新たに普及するに至った録音・録画機器を特定機器として政令で指

定するには，関係者間の協議を経てきた。そして，録音機器が指定された当時には，

市販のＣＤやＬＰレコードそしてラジオ放送が，補償金支払の必要な主たる録音対

象として認識されたのであるが（ＭＤの標本化周波数がＣＤと一致しているのも，

ＣＤからの録音が主として念頭に置かれていたと推測でき，審議録にも示されてい

るように，このことが施行令１条１項３号制定時に録音源として強く認識されてい

たものである。），ＤＶＤ録画機器を指定する当時（平成１２年）では，アナログ

テレビ放送が主たる録画源となっていたことは明らかである。当時，デジタル放送

が将来本格化することは想定されていたが，本格化したのはそれよりも数年後のこ

とである（平成１５年１２月１日開始）。デジタル放送までが主要な録画源として

想定されていたならば，３号が追加された際の審議録にデジタル放送の説明があっ

てしかるべきであるが，その説明がないことは前示のとおりである。 

 関係者間の協議には妥協が伴うが，反面，妥協ができていない録画態様には，録

画補償金制度が適用されることはないということができる。アナログチューナーを

搭載しないＤＶＤ録画機器の特定機器該当性について，文部科学省は，著作権保護

技術の有無は，法３０条２項による視聴者の録画補償金の支払に関する要件として
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規定されていないと認識し，他方で，経済産業省は，著作権保護が技術的に可能な

らば，地上デジタル放送の録画機器は法３０条２項による補償金支払の対象になら

ないと認識していることが，平成２０年６月の両省共同作成書面で確認され（乙

８），これを基に，アナログチューナーを搭載していることを踏まえ，暫定的な措

置として，ブルーレイディスク録画機器を政令に追加することが確認された。この

政令改正（平成２１年５月２２日施行の改正著作権法施行令）の際に文化庁次長名

で出された関係団体あて通知（平成２１年５月２２日付け「著作権法施行令等の一

部改正について」）においても，「アナログチューナーを搭載していないレコーダ

ー等が出荷される場合，及びアナログ放送が終了する平成２３年７月２４日以降に

おいては，関係者の意見の相違が顕在化し，私的録画補償金の支払の請求及びその

受領に関する製造業者等の協力が十分に得られなくなるおそれがある。両省は，こ

のような現行の補償金制度が有する課題を十分に認識しており，今回の政令の制定

に当たっても，今後，関係者の意見の相違が顕在化する場合には，その取扱につい

て検討し，政令の見直しを含む必要な措置を適切に講ずることとしている。」とさ

れた（甲２４）。 

 この経緯からみると，少なくともアナログチューナーを搭載していないブルーレ

イディスク録画機器が補償金の対象となるかの大方の合意は，製造業者や経済産業

省はもちろんのこと消費者なども含めた関係者間で調っていなかったことが明らか

である。遡って，施行令１条２項３号制定時には，製造業者は，アナログチューナ

ーを搭載しているＤＶＤ録画機器については，協力義務を負い私的録画補償金の対

象となることで妥協したと認めることができるものの，妥協した限度はそこまでで

ある。次の(6)で検討するように，複製権侵害の態様において質的に異なる様相を

示すアナログ放送とデジタル放送について，どこまで録画源として私的録画補償金

の対象とすべきか否かの明確な議論を経ていなければならないのに，この議論がな

いまま，アナログチューナーを搭載していないＤＶＤ録画機器についてまでの大方

の合意が調っていたと認めるのは，特段の事実関係が認められない限り困難である。 
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  (6) 著作権保護技術も含めた総合的検討 

 当事者双方は，著作権保護技術の実態が，アナログチューナー非搭載ＤＶＤ録画

機器の施行令１条２項３号該当性に関係するのか否かを論じている。まず，私的複

製が容易となっていたことが，録画補償金制度が法定される大きな要因であったこ

とからすると，著作権保護技術の有無・程度が録画補償金の適用範囲を画するに際

して政策上大きな背景要素となることは否定することができない。３号が制定され

た当時の放送の実態は，著作権保護技術を伴っていなかったアナログ放送からのＤ

ＶＤ録画であった（すなわち，録画されたＤＶＤは原則として枚数の制限も世代の

制限もなく複製可能である。）。これに対し，デジタル放送の実態は，デジタル技

術の上に乗っているが故に，実効性があり強制力を伴う著作権保護技術が開発され

取り入れられているというにある。デジタル放送からのデジタル録画においては，

画質がほとんど劣化しないままに鮮明な画像を録画できるという意味では複製権侵

害の程度が高いのかもしれないが，著作権保護技術により再複製を始めとする世代

にわたる複製は一般視聴者にとって不可能となっている（可能であっても，法３０

条１項２号により私的複製として許される範囲外であることが多い。）点では複製

権侵害の程度は低い。これに対し，アナログ放送からのデジタル録画が自由に再複

製できるのであるが，双方の私的複製内容の対比は，一概に結論づけられるもので

はない。少なくとも，現在では，複製権侵害がネット配信の形態で技術的に困難を

伴わずに行えることにもかんがみると，このような侵害行為が私的複製の範囲外で

あるにしても，アナログ放送のデジタル録画による複製権侵害の可能性の程度は深

刻であり，この点で，デジタル放送録画との間には複製権侵害の態様において質的

な差があるということができる。 

 ３号によるＤＶＤ録画機器が録画の対象とするのはテレビ放送であるが，マスメ

ディアといわれるように多くのそして多様な視聴者がある。地上デジタルテレビの

視聴者は，日常的に，テレビドラマやバラエティ番組，放映映画を見，スポーツ番
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組を楽しみ，ニュースや報道番組を追っているであろう。録画機器による録画の対

象は，映画あるいは興味を持つスポーツ番組かもしれない。スポーツ番組では，例

えば就寝時にタイム・シフティングとしてあるいは通勤途上など場所を変えプレイ

ス・シフティグとして鑑賞するための録画をして，見終われば消去してしまう者が

あれば，歴史的な試合として永久保存する者もいたりと，人それぞれにまた録画番

組の種類によって録画目的は異なり，私的録画補償金の要否判断要素も異なり得る

（座談会「私的録音・録画と報酬請求権」ジュリスト１０２３号〔平成５年〕３４

頁〔甲５６〕中のＢ   発言〔４７頁〕）。録画対象が，テレビ放送以外の媒体

で視聴者の手に入るものがどれほどあって，テレビ放送を録画することによる複製

権侵害がどの範囲でどの程度のものなのかは正確に判明するものではない。テレビ

放送においてコンテンツの権利者は放送を許諾しているのが通常であろうが，これ

と，著作隣接権者である放送事業者の複製権の関係が私的録画補償金にどのように

影響するのかが，標準テレビ放送録画の場面では整理されていないのである。テレ

ビ放送が更にデジタル放送になると，デジタル信号であるが故に，また技術の急激

な進歩により様々な視聴態様が当初から想定されていたであろうし，強制力があっ

て実効性を伴い追及も可能な著作権保護技術がアナログ放送よりも次元を超えて進

化している。ハードディスク録画や携帯端末への録画転送などＤＶＤ以外の手段に

よるタイムシフティング，プレイシフティング視聴も幅広く可能になってきている。 

 ＤＶＤ録画機が録画の対象とし，施行令１条２項３号が追加された際に主として

念頭に置かれた録画源がテレビ放送であったのは，著作権保護技術を伴う市販ビデ

オテープや市販ＤＶＤからの複製が，法３０条１項２号によって，ほとんど私的複

製として許される範囲外となっていたからであり，録画源に著作権保護技術が伴っ

ているか否かは，私的録画補償金の対象とするか否かにおいて大きな要素となって

いることは否めない。上記のようなデジタル放送の実態とデジタル時代におけるＤ

ＶＤ録画の実態の下において，デジタル放送が私的録画補償金制度でどのように位

置づけられるのかについて，１条２項の３号制定時の審議で議論にされたとは認め
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られないし，当時の審議録には，録画源についての説明すらない。録音源として１

条１項制定時の政令審議録にも明示されている市販あるいはレンタルＣＤからＭＤ

に録音する態様にあっては，ほとんどの対象が音楽ＣＤであって私的複製態様の見

通しがつきやすいが，実態としてアナログ放送とデジタル放送とで複製権侵害の態

様が異なるテレビ番組録画にあっての上記のような現状を前提にして，一律に本来

の義務者ではない製造業者等が協力義務を負うものとされる録画補償金の範囲の解

釈に当てはめるに際しては，法１０４条の５（３０条）やそれを受ける施行令の解

釈，特にテレビ番組を録画対象とするＤＶＤ録画機器の特定機器性判断については，

客観的かつ一義的に明確でないときには厳格であるべきである。 

 上記のように，３号が対象とする録画源であるテレビ放送の複製権侵害の態様は

一律ではなく，その中でもアナログ放送とデジタル放送とで質的に異なる様相を示

すことを前提にして，施行令１条１項，２項に，客観的かつ一義的に明確でないな

がらも規定されている「アナログデジタル変換が行われた」との要件を，解釈し得

る最小限の範囲で当てはめるならば，３号が追加された当時における録画源として

の実態であって製造業者を含む大方の合意が得られた録画源であるアナログ放送か

ら離れ，デジタル放送のみを録画源とするＤＶＤ録画機器が特定機器に該当すると

解するのは困難といわざるを得ない。 

 

 ３ 結語 

 以上のとおりであって，チューナーとしてデジタルチューナーのみを搭載する録

画機器にあっては，録画される対象が「アナログデジタル変換が行われた影像」で

あるとの施行令１条２項３号の要件を充足しないから，同号所定の特定機器に該当

するものと認めることはできない。 

 本件で法１０４条の５所定の協力義務違反があるとするには，施行令１条２項の

対象機器であることが認められる必要があるところ，これが認められないので，被

控訴人が被控訴人製品について「上乗せ・納付」方式に従って補償金を控訴人に支
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払わなかったとしても，法１０４条の５所定の協力義務に違反するということはで

きない。また，争点３（被控訴人による不法行為の成否）における請求も，特定機

器に関する控訴人主張を前提とするものであって理由がない。 

 

第１０ 結論 

 よって，控訴人の請求はその余の点について判断するまでもなく理由がないので，

これを棄却した原判決は結論において相当である。 
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